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要旨 

世界的に地域統合が進展している。地域統合を制度的に推進する手段として、FTA（自由貿易協定）
が用いられており、各主要な経済圏で地域統合が進んでいる。欧州の EU、北米の NAFTA、南米の
MERCOSUR、アジアでは ASEANがそれに当たる。中でも EUは、世界で最も進んだ地域統合の形
態であり更に拡大しつつある。しかし、日中韓の北東アジアでは、地域統合が制度的に推進しておら

ず、同時に、東アジア全体でも地域統合が制度的に推進していない。こうしたことを背景に、日中韓

に焦点を当ててみた。まず、現在の経済状況の分析を行った。日本にとって中国・韓国が本当に重要

な貿易相手国であるかを分析した。また、日中韓の特性として、三カ国が近距離にあることと、経済

大国であることが挙げられる。これを受けて、グラビティモデルを用いて距離と経済規模が貿易に与

える影響を推計した。最後に、これまでの日本の政策推移を追って、現在、日本がどのような状況に

あるか確認した上で、政策提言をする。 
現在、東アジア共同体構築に向けて、日中韓の各国による協力がいまひとつ見られない。日中韓が

東アジア共同体構築に向けての主導権争いをしてしまい、東アジア共同体構築が遅れることは、日中

韓だけでなく、東アジア全体にとってマイナスである。そのことを回避する為には、ⅰ）現在交渉状

況にある日韓交渉を進め FTAを提携する。ⅱ）さらに、それを足掛かりとして日中韓 FTAを結ぶ。
ⅲ）日中韓が連携することにより、ASEANと１対１で交渉できるようになり、ⅳ）包括性の高い東
アジア共同体の構築ができるであろう。このような順で交渉や FTA 締結を行うことが有益かつ効率
的であると考え、これを強く主張したい。
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はじめに 

 世界のグローバル化が進む中で、地域統合が世界中で急速に拡大し、国境を越えた「人」「モノ」「お

金」等の移動が容易になってきている。地域統合を制度的に推進するものとして FTA（自由貿易協
定）が主な手段として用いられており、FTA 締結が世界各国でなされている。世界の主要な経済圏
を見てみると、それが顕著に現れている。 
 北米では、NAFTA（北米自由貿易協定）により、アメリカ・カナダ・メキシコ間の経済の緊密性
を高めている。欧州では 93年に EU（欧州連合）が発足、経済的にも政治的にも関係を強めている。
南米でも MERCOSUR（南米南部共同市場）が 91年に発足した。ASEANを中心に東アジアにもよ
うやく地域統合への動きが活発化してきた。 
 このように世界の主要な経済圏各所で、地域統合の波が押し寄せている。しかし、日本、中国、韓

国の北東アジア地域では、それぞれが大きな経済国であるにもかかわらず、他地域と比較して地域統

合が制度的に遅れているのが現状である。また、東アジア全体としての地域統合も制度的に進展して

いるとは言えない状況である。 
 本論文では、日中韓経済関係を分析・考察し、東アジア共同体へ向けて、日本が今後どのような経

済政策をすべきかを考えていく。第 1章では、世界における地域統合の現状を解説する。第 2章では、
日中韓の経済関係を貿易額の面から把握する。そして第 3章で日中韓の経済の緊密性について分析を
行い、さらに、GDP や距離がどの程度貿易に影響を与えるのかを推計していくことで、第 4 章の政
策提言に結びつける。 
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第1章  地域統合 

第1節  地域統合の意義と概要  
 
今日のグローバリゼーションが進展する中、地域統合が同時進行的に進んでいる。地域統合とは、

自由貿易協定や関税同盟など、関税や貿易障壁、サービスに関わる規制や人の移動の規制などを撤廃

することで、互いの市場経済を統合することを指す。「ヒト」、「モノ」、「お金」、「情報」等が国境を

越えて移動し、国家間の相互依存関係が不可欠となった今日において、他国との協力なしでは国家を

存立させることは困難であり、このため、地域統合などの国際協力は制度的に定着するに至っている。 
地域統合は、1990年代に入ってから急増し、発行しているものだけでも 147件に達している。2004

年には 107 件の自由貿易協定がＷＴＯに通報されている。また、地域貿易協定を見ると、90 年初頭
以降から急に協定数の増加が窺える。（図１‐１‐Ⅰ）ＷＴＯの前身である関税及び貿易に関する一

般協定（ＧＡＴＴ）では、ＧＡＴＴ24 条で自由貿易協定と関税同盟を、最恵国待遇の原則の例外と
して認めている。ただしその条件として、経済統合を「妥当な期間内」（10年以内と解釈されている）
に完成させることや、全ての産品の実質的自由化を求めている。 
 
地域統合はバラッサによって５つの段階に分類され、本論文でもバラッサの分類を用いて話を進め

ていく。５つの段階とはすなわち、①加盟国のみで関税やその他貿易障壁を撤廃していく自由貿易協

定、②域内貿易制限の撤廃だけでなく、非加盟国からの輸入に対する関税の均一化が行われる関税同

盟、③貿易上の制限の撤廃だけでなく、労働力、資本、情報などの生産要素の移動の制限も撤廃され

る共同市場、④共同市場に加え、加盟国間の経済政策がある程度実施される経済同盟、⑤金融・財政

政策などの経済政策が統一され、超国家機関が設置される「完全な経済統合」である。 
 FTA の例としては、北米自由貿易協定（NAFTA）や東南アジア諸国連合自由貿易地域（AFTA）
などが挙げられる。NAFTAは 94年に発行され、初の途上国と先進国との自由貿易協定である NAFTA

!
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は、メキシコの経済発展に多大な影響を与えている。また AFTA は、2002 年から本格的に始動してい

るが、自由貿易推進に向けた足並みは未だ揃っていない。 

 関税同盟の例としては、南米南部共同市場（MERCOSUR）や欧州連合（EU）の前身の欧州経済共同体

（EEC）が挙げられる。EU は 1958 年に自由貿易協定、1968 年に関税同盟、1993 年に共同市場、1999

年には通貨同盟により域内単一通貨ユーロを誕生させた。各国の経済政策の調整を図っているEUは、
共通市場と経済同盟の中間点にあるといえる。 

  

  

第2節  主要な地域統合  
①東南アジア諸国連合自由貿易地域  
 東南アジア諸国連合自由貿易地域（AFTA）は、1992 年の第４回 ASEAN 首脳会議において
ASEAN 域内の自由貿易構想として正式に合意され、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シン
ガポール、タイ、ブルネイの間に締結された協定に基づき、1993 年 1月に発足した。その後、ベト
ナム、ラオス、ミャンマー、カンボジアを加え、AFTA対象地域を拡大した。主要目的は域内の関税
障壁及び非関税障壁の除去等により域内貿易の自由化・活性化である。しかし、1997 年の通貨危機
や中国経済の台頭等の影響、また、域外国との 2国間 FTA締結などにより、AFTA 計画の停滞が懸
念されている。 
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 AFTA は、農産物を含むすべての製品を原則として共通効果特恵関税（CEPT：Common Effective 
Preferential Tariff）の対象品目とし、その域内関税の段階的引下げ及び数量制限の撤廃を目的とす
る。CEPT制度により、原加盟国である ASEAN６カ国については、2002 年までに CEPT 対象品目
の関税率を 5％以下に引き下げ、2010 年までに CEPT 対象品目の関税撤廃を目標としている。その
他 4カ国については、2015年までの撤廃を目指す。よって AFTAの最終的な関税撤廃の実現は 2015
年の予定である。 
 
② 北米自由貿易協定  
 北米自由貿易協定（NAFTA）は、1990 年に発表されたアメリカ―メキシコ間の自由貿易地域構
想にカナダが参加を表明し、1992年に署名し 1994年に発効された。これは、1989 年に発効したア
メリカ―カナダ間の自由貿易協定に基づき両国間に設定された自由貿易地域を実質的にメキシコに

拡大したものである。域内の人口は約 4.3 億人（2004 年)、GDP は約 12 兆 9000 億ドル (2003 年)
に達し、EU を凌ぐ大規模経済圏である。NAFTA の目的として、国境を越えた移動の促進、投資機
会の拡大、知的財産の保護などが挙げられる。大部分の北米産品の関税については発効後すぐに撤廃

され、その他の品目に関しては 10～15年以内の撤廃が示されている。 
 NAFTA 発効後、NAFTA 域内の貿易はさらに拡大している。特に米国・メキシコ間貿易が顕著に
拡大し、1993年から 2004年の間に米国の対メキシコ輸出額は、約 160％の増加、輸入額は約 290％
の増加となっている。（米国総務相） 
 また、NAFTA は南米諸国への拡大を目指し、1994 年の米州サミットにおいて「米州自由貿易地
域構想」（FTAA）が提唱された。これは、キューバの除くアメリカ大陸全域に及ぶ自由貿易圏構想で

あり、実現すれば総人口 8 億人、経済規模 12 兆ドルの世界最大規模の自由貿易地域となる。 
     
③ 南米南部共同市場  
   南米南部共同市場（MERCOSUR）は、1991 年にアルゼンチン、ブラジル、パラグアイ、ウ
ルグアイの 4カ国間で締結された「アスンシオン条約」により合意がなされた。そして、1995 年に
域内の貿易自由化及び対外共通関税の設定を内容とする関税同盟として発足した。前述した４つの加

盟国と、チリ、ボリビア、ベネズエラ、エクアドル、コロンビアの５つの準加盟国がある。1999 年
のブラジル通貨危機やアンデス諸国の政治混乱、また 2001 年のアルゼンチン通貨危機などの影響を
受け停滞している。 
 統合目的として、財・サービス・生産要素の自由な流通、地域的貿易面での立場の強調、セクター

別経済政策の協調などが挙げられ、またサン・ルイス宣言に基づいて、民主政権でなくなった加盟国

は、共同市場の恩恵を失う。 
 
④ 欧州連合 
   第二次世界大戦後の 1952 年、戦争で大量に使用された石炭・鉄鋼の監視を目的とした、「欧
州石炭鉄鋼共同体」（ECSC）が 6カ国間で結成されたのが欧州連合（EU）の発端である。その成果
を更に拡大するため、1958 年に「欧州経済共同体」（EEC）と「欧 
州原子力共同体」（EAEC）が、それぞれ発足した。EEC は、加盟国間の経済的な市場統合の促進に
貢献した。その後 3 共同体は、立法機関と執行機関を統合し、1967 年に欧州共同体（EC）が発足
した。そして、1968 年には EC 内で関税同盟が成立し、農業共同市場も発足し、また加盟国を徐々
に拡大し発展していった。1990年の東西ドイツ統一により、東ドイツ地域も加盟を果たした。 
 その後、1992 年の「欧州連合条約（マーストリヒト条約）」により、欧州連合（European Union
＝EU）が創設され、市場統合が進められた。目的として、経済通貨統合の実現、共通外交・安全保
障政策の実施、司法及び内務の分野での協力等がある。1999年には通貨統合がなされ、さらに 2004
年に 10 カ国が新たに加盟した。これまで 5 回の拡大を経て、当初の 6 カ国から現在 25 カ国にまで
拡大している。 
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 現在のところ、EU は経済同盟までは至っていないが、地域統合で最も進んでいる。EU はさらに
拡大し続け、新たに 2カ国の加盟が予定されている。 
 

第3節  東アジア共同体  
 これまで大きな地域統合を見てきたが、東アジアだけが大きく穴が開いていることがわかる。東ア

ジアでも、近年「東アジア共同体」構築の動きが見られる。東アジア共同体構築は東アジアの経済を

より活性化させるであろう。しかし、現段階ではそれほどの進展がみられない。ここでは、東アジア

共同体の経過を検証し、日中韓がどのように関わっていくことが最適かを考える。 
現在の世界経済では、グローバリゼーションという大きな流れがある一方、大規模な地域統合が進

展・拡大されるという、一見相反する２つの傾向がある。しかし、それらは全く別のベクトルを持つ

ものではなく、むしろグローバリゼーションがきっかけとなって地域統合が起こったとも言われてい

る。図１‐１‐Ⅰは世界における主要な地域貿易協定である。東アジアより一足先に地域統合が進ん

でいる北米・EUにおいても拡大の動きがあり、北米では FTAAの締結、EUでは東方へのさらなる
拡大を目指している。こうして見ると、世界で拡大・深化していく中で、経済大国である日中韓がそ

の経済圏にも属していないことがわかる。東アジア共同体が形成されれば、EU、FTAA とともに 3
大経済圏として発展していくであろう。 

  
東アジア共同体のきっかけとなったのは、97 年に発生したアジア通貨危機である。アジア通貨危

機はタイから、マレーシア、インドネシア、韓国まで多大な影響を与えた。特に ASEAN諸国の被害
は大きく、通貨危機だけでなく、経済危機・政治危機にまで発展していった。このような悲惨な経験

から、ASEANと日中韓３カ国は毎年首脳会議を行い、地域的金融協力はもちろん、最近では貿易・

!"#$# %
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投資・経済援助問題や政治・安全保障の問題までも協議されるようになった。アジア通貨危機は、結

果的には ASEANと日中韓３カ国を結びつけ、東アジアの地域統合への基盤の形成を促した。 
2004 年に外務省により発表された「日中韓三ヵ国の競争力比較共同研究」によると、ASEAN＋3

が東アジア共同体を構成し、経済規模を十分に活かせれば、日中韓 FTA 締結よりも経済的効果は大
きいことが推測された。 
東アジアは近年急速な発展を遂げ、世界経済からも注目を浴びているにも関わらず、なぜこれほど

までに地域統合が遅れ、現在においてもあまり進展が見られないのか。これには様々な要因がある。

１つには、日本の地域化への関心が最近まで薄かったことがある。地域化は、GATTの理念であった
無差別貿易自由化原則とは大きくかけ離れたものであり、それを基本的貿易政策としていた日本は、

地域化を是認しなかった。また、アジアにおける EU・NAFTA 以上の政治、経済、文化、宗教、民
族の多様性も考えられる。そして最も重要な要因として、日本・中国・韓国の協力関係である。現在

のところ、ASEAN を中心に東アジア共同体構想が進行しているが、日中韓はそれぞれが別々に、

ASEAN と協力関係を結ぶことで主導権を握ろうとしている。3 本柱が別々に進んでおり、また日・
中、日・韓の間には政治的・歴史的な溝あるため、ASEANと日中韓が一体化した東アジア共同体の
見通しは立っていない。東アジアの三経済大国が主導権を争い、競争することは極めて非生産的であ

る。 
日中韓が一体となって、東アジアの地域統合を成立させられなければ、東アジア全体の経済が持つ

経済規模と成長性を十分に活かすことはできないだろう。表１‐３‐Ⅰを見ればわかるように、人口

において日中韓は ASEANの約 2.66倍、GNIでは約 9.43倍と大きな差があり、日中韓の大きな潜在
力がうかがえる。日本にとって、ASEANは政治的には重要なパートナーではあるが、経済的には中
国・韓国が重要なパートナーであるといえる。また、このことから、東アジアに ASEAN＋日中韓の
共同体が成立すれば、経済規模としては EU、NAFTAにも匹敵する、大規模なものとなる。 
このように、東アジア共同体を目指す上で、日中韓が協調し連携することがカギとなる。日中韓三

ヵ国の相互信頼関係を築き上げることが、東アジアの共同体意識を作り上げる。政治的にメリットを

持つ ASEANと経済的にメリットを持つ日中韓が、1対１で共同体構築に向けた交渉をすることで、
これからの進展が効率よくなるであろう。そのためには日中韓 FTA が必要であり、早急に進めてい
かなければならない。 
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第2章   日中韓経済関係 

 東アジアの日本・中国・韓国の三カ国は、世界人口の 23.1％、世界の国民総生産の 17.3％、世界
の貿易量の 13.6％を占め、米国やヨーロッパと比肩される地域として位置づけられている。 
中国と韓国は日本にとって、経済的にもそれ以外でも重要な 2カ国である。地理的に隣接している中
国・韓国は、日本との貿易が自然と多くなっている。さらに、2001年には中国の世界貿易機関（WTO）
への加盟と高度経済成長の持続により、北東アジアでの経済的地位はますます高まるであろう。WTO
加盟による、中国の国際経済社会への進出は、世界各国と経済的な係わり合いを持つことで、中国を

「世界の工場」として登場させた。  
グローバリゼーションの下で、域内貿易が増大、地域内貿易協定に対する関心が世界各地で非常に高

まっている中で、北東アジアでの経済的な結びつきはどのようになっているのか。日中・日韓経済関

係の現状を考察した上で、日中韓の結びつきを検討していくことを本章の目的とする。 

第1節  日本の貿易推移  
 表２‐１‐Ⅰ・表２‐１‐Ⅱは日本の輸出入シェア上位 10 カ国を示す。まず輸出シェアでは、米
国が常に最大の輸出相手国であることがわかる。しかし、2001年まで 30％のシェアを占めていたが、
2002年から減少傾向にあり、2004年には 22.5％にまで落ち込んでいる。代わりに台頭してきたのが
中国である。1990 年には 12 位であったが、その後着実と順位を上げ、2001 年から２位を保ってい
る。その後もシェアを上げ、2001年 7.7％だったが 2004年には 13.1％と、アメリカに次ぐ地位を確
保し、かつその地位を大幅に増大させている。また、香港、台湾を含めた中国圏は、25％を越える驚
異的なシェアを持っている。よって、近年では日本にとって中国は不可欠な輸出市場となっているこ

とは間違いない。韓国においても同じことが言える。韓国は最近 15 年間常に 5位以内の輸出シェア
を保っている。中国のような急成長はないが、6～7％台と安定したシェアを持っていることからも、
中国同様、重要な輸出市場と言える。 
 また輸入シェアでも、中国の驚異的な伸びが示されている。米国が 2001 年まで最大輸入相手国で
あったが、2002 年には中国に首位の座を明け渡した。それ以降も、中国のシェアは、米国のそれと
大きな差を開けている。1991 年から中国は輸入相手国第 2 位となったがシェアは 6.0％で、米国の
22.5％とかなり大きな差があった。しかし、2004年には、米国が 13.7％に対して、中国は 20.7％に
まで差をつけている。韓国においては、輸入でも安定したシェアを保っていることがわかる。米国・

中国と大きな差はあるものの、1999年から 3位のシェアを堅持し続けている。 
 このように、米国中心だった日本の貿易は着実に変化しつつあると言える。それは図２‐１‐Ⅰ･

図２‐１‐Ⅱからも読み取れる。図２‐１‐Ⅰ･図２‐１‐Ⅱは 1961年と 2003年の貿易額シェアの
変化を表したものである。1961年において、日本は米国との貿易額が最も多いことは変わらないが、
中国・韓国との貿易が極端に少なく、アフリカやラテン・アメリカ、中東アジアなどの「その他の国」

が多いことわかる。2003 年の貿易額では、中国・韓国の伸びもあって、東アジアの貿易額が 4 割を
占めている。グローバリゼーションが進む中で、距離的に遠くの国・地域よりも、近くの国・地域と

の貿易が過去と比較して増えたことがわかる。これは日本だけに起こっているのではなく、欧米など

の他国でも起こっている現象であり、現在の世界貿易の域内化を象徴している。 
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第2節  日中経済関係  
 
日本の対中貿易は 1990年代に５倍近くに拡大した。日本の対中貿易赤字が大幅に増加している。

1992年には 50億ドルだった対中貿易赤字は、1996年から 200億ドルを行き来している。最新のデ
ータ（2004 年）では、204 億ドルとなっている。こうした大幅な赤字が生み出されたのは、日本の
対中輸出が大幅に増加したにもかかわらず、対中輸入がさらに上回る勢いで拡大しているからであ

る。図１のように、対中輸出は 1992 年には 119 億ドルだったが、1999 年から顕著に上昇している
のがわかる。2004 年には、前年より 166 億ドル多い、738.2 億ドルにまで達した。一方、輸入額は
それ以上に伸び、1992年には 169.5億ドルだったが、2004年には 942億ドルにまで達した。また、
輸出入の前年比を最近 10年間（1995年～2004年）で平均すると輸出は 15.9％、輸入は 13.8％と、
目覚しいスピードで拡大し続けていて、今後もほぼ平行方向に推移していくと予想される。また、こ

のことから、今年（2005年）には輸出額は 1000億ドルの大台に乗るであろう。 
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 表 2‐2‐Ⅱを見てもわかるように、中国の輸出依存率は増加傾向にあり、輸出主導型経済成長は
今後もしばらく続くと見られる。近年では、中国の輸出主導型経済成長を有効に利用し、日本は欧米

に三角貿易として間接的に輸出を行っている。また世界一の人口を有する中国は、依然として大きな

潜在力を持ち、今後も大きな成長が予想される。 
 図 2‐2‐Ⅱは産業別生産の対 GDP比率をグラフにしたものである。第 3次産業が第 1次産業を追
い抜き、力をつけているが、依然として第 2次産業が大きな生産力を維持していると言える。これは、
中国の輸出に大きく関係があり、また、日本の対中輸入を見ていく上でも重要である。次に対中貿易

を商品別で見ていく。 
日本の対中輸出では、電気機器が最も多く、次いで一般機械、金属・金属製品の順となっている。

これら機械・金属製品が約 6割を占め、対中貿易が単にシェアの大きさだけでなく、ハイテク製品市
場としても重要な意味をもつことがわかる。対中輸入においては、機械機器、繊維製品の順で多く、

また製品輸入が多いことが特徴として挙げられる。輸入全体のほぼ 8割が繊維製品、家電類、事務専
用機器などの製品輸入となっている。この背景には、最近日本企業が全世界に現地生産を進展させて

いるため、現地からの逆輸入の比率が顕著に上昇していることがある。日本企業の海外生産比率は欧

米以上の水準となっている。中国の視点から考えると、中国にとって、対日輸出は、対米、対香港に

次ぐ第 3位の地位をしめる。また、重要なハイテク輸出市場でもあり、質・量ともに重要性を増して
きている。このように、日中貿易は拡大しつづけ、それにより、日中両国経済の相互依存関係が深ま

ってきている。  
図 2‐2‐Ⅱは、輸出額と輸入額を合わせた日中貿易総額と日米貿易総額を比較したものをグラフ

で表した。米国との貿易総額が依然として 1位だが、近年中国との貿易総額の急増が見られる。1990
年から 2000年まではほぼ平行線をたどっていたが、2001年は中国の貿易総額が増大したのに対し、
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米国の貿易総額は縮小しているのがわかる。中国が WTO 加盟した翌年の 2002 以降、中国は急上昇
しているが米国は伸び悩み、将来的にはあと数年で米国を追い抜こうとしている。中国の貿易額は、

輸出額の方が輸入額より若干多いが、中国の貿易額は、輸出額の方が輸入額より若干多く、毎年ほぼ

同じだけ貿易黒字をだしている。また、輸出額、輸入額ともに２倍以上に拡大した。 
 

 
 

第3節  日韓経済関係  
 
 日韓貿易は、日中貿易とは異なり、継続して輸出入が伸びていない。それは、韓国が 1997年に起
こったアジア通貨危機影響を受けたことに起因する。中国は豊富な外貨準備高を背景に、アジア通貨

危機の影響をほとんど受けなかったが、韓国ではその影響を受けてしまい、さらに景気後退により、

1996年から 1998年まで貿易額が縮小した。しかし、その後、輸出水準は緩やかに回復傾向に向かい、
2003年には 346億 8千万ドルとなり、ピークであった 1995年の約 312億 9千万ドルを超え、2004
年にはさらにそれ 27.5％を上回る、約 442億ドルに達した。輸出額の過去 10年間の年平均成長率は
9.8％で、過去 5 年間の年平均成長率は 15.6％と、高い伸び率を示しており、それとともに、貿易収
支も 2001年から増加傾向にある。 
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前述のように、日韓貿易は日本の大幅な黒字（韓国の大幅な赤字）となっているが、これは日本の

対韓国向けの輸出の拡大に先導されていると言える。それは、韓国が輸出主導成長路線にいて、輸出

の対 GDP 比率が大きいことや、通貨危機後にもその輸出成長路線を崩さなかったことからわかる。
そのため、1998年からの日本の対韓輸出額は急増している。 
 品目別にみると、韓国の対日輸出の中では、電気・電子製品が最も大きなシェアを占めており、次

いで石油製品を含む鉱産物、鉄鋼・金属製品の順となっている。また対日輸入では、電気・電子製品

が圧倒的なシェアを占めており、次いで機械類、鉄鋼・金属製品と続いている。 
00このように、電気・電子製品を中心とする水平分業を軸としており、これは日韓両国が企業内・

産業内分業に移行しているためである。こうした構造をもちながらも、韓国の大幅な対日赤字になっ

ているのは、この企業内・産業内分業が日本企業の対韓進出によって主導されているためだと予想さ

れる。韓国の貿易額は前述したように、通貨危機の影響を受けて、中国よりもかなり少ないが、2002
年から回復の兆しが見えてきている。2004 年には輸出の大幅な拡大が見られる。韓国も中国と同じ
ように、若干の貿易黒字がみられる。 
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第3章  経済分析 

 

第1節  輸出入結合度指数  
第 2章では、貿易額の面から日本と各国との経済関係を捉えただけであった。その為、各国とどの

程度経済が緊密しているの不明であった。この章では、輸出入結合度指数を算出することで、各国と

の経済の緊密さを明らかする。 
輸出入結合度指数とは、２国間の貿易シェア数値から、相手国の世界貿易に占めるシェアの影響を

取り除いた数値である。そもそも、Ａ国の貿易額がＢ国の貿易額に占めるシェアは、Ｂ国にとってＡ

国がどのくらい重要な貿易相手国かということを最も端的にあらわしている。しかし、そのシェア数

値は、Ａ国の貿易額が世界の貿易額に占めるシェアに影響されるものである。例えば、現在、日本（Ｂ

国）の貿易額に占める中国の貿易額が占めるシェアが増加しているが、これは、中国（A国）の貿易
額が世界全体に対して増加していることも影響している。従って、日本（Ｂ国）にとって中国（A国）
が、以前に増して重要な貿易相手国になってきているとは言い切れないのである。 
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貿易額を見てみると、輸出額は米国が輸出額全体の約 24.6％、中国が 12.2％、韓国が 7.4％を占め
ており、米国が他と比較して非常に大きい（表 3‐1‐Ⅰ参照）。では、これを輸出結合度指数の視点
から見ていくとどうなるであろうか。輸出入結合度指数は、１が基準となっており、１以上の場合は

標準以上に相手国との結びつきが強いと言える。 
表３‐１‐Ⅲ、図 3‐1‐Ⅰを見てみると、2003年の米国の指数は 1.40となっており、1以上で標

準よりも経済関係が強いことが伺えるが、他の国･地域と比較するとやや低めの数値である。さらに、

米国の指数は緩やかな下降傾向にあることがわかった。また、EUに関しても貿易額のシェアは 15.8％
と非常に大きいにもかかわらず、輸出結合度指数は標準の１以下であった。同年の指数が高い国･地

域を順に挙げていくと、韓国 3.03、ASEAN2.19、中国 2.16、米国 1.40 である。韓国との指数が最
も高く、他と比べ大きな開きがあり、さらに、指数が緩やかな上昇傾向にある。次に高いのは ASEAN
であるが、ASEANの指数の推移は横ばいであった。それに対し、中国は 3位に位置するが、指数は
緩やかな上昇傾向にあった。 
 以上のような結果から、貿易額のシェアが大きいからと言って、必ずしもその国と経済が緊密であ

るとは言い切れないことがわかった。 
輸出面では、米国が圧倒的なシェアを占めており、米国が最も経済の緊密性が強い国かのように思

えたが、世界貿易に対する影響を考慮すると、韓国が最も経済の緊密性が強い国であることが判明し

た。また、中国の貿易額が日本の貿易額に占めるシェアも大きくなっていたが、これは世界に対して

中国の貿易額が増加傾向のある為、日本の経済と緊密化が進展しているのか不明であった。しかし、

輸出結合度指数が上昇傾向にあることから、経済の緊密化が進んでいることがわかった。さらに、輸

出結合度指数の推移を見ると、韓国･中国の二カ国は上昇傾向にある。その為、この二国間との貿易

は今後、非常に重要となるであろうことが予測される。輸入面においても、傾向として似たような結

果が得られた（表３‐１‐Ⅳ、図 3‐1‐Ⅱ参照）。中国が非常に高い数値であり、次に指数の高い
ASEANと約 1.0もの差があった。 
 しかし、だからといって、日本にとって韓国・中国だけが重要な貿易国であるわけではない。ASEAN
について、輸出入結合度指数をみると、輸出面では 2.0～2.5の間で、最も高い韓国に次いで高い数値
を示し、輸入面では 2.0～2.5の間で、最も高い中国に次いで高い数値を示している。加えて、貿易額
についても、ASEAN という地域で見ると、2003 年時点で、輸出額において 12.9%のシェア、輸入
額において 14.8％となっており、非常に高い比率を占めている。また、米国は、輸出結合度指数・輸
入結合度指数は低下傾向にあるが、依然として、輸出・輸入の両面において日本の貿易シェアの多く

を占めているのは事実である。特に、日本の輸出額に占める米国への割合は 24.6％を占めており、２
位の中国の約 2倍の数値である。これが数年間で逆転する可能性は、予想外の突飛な事態が起きない
限りは、無いに等しいだろう。従って、このような結果が出たことで、米国との貿易を軽視する見方

をしてはならない。 
輸出入結合度指数は経済の緊密さを測定するには、非常に参考になる指標である。しかし、各国の

貿易に関わる要素は、何も貿易額だけに固執するものではない。そのことを踏まえ、私たちは次の節

で、やや異なる視点から分析を行った。 
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第2節  グラビティモデル  
 
距離や各国の経済規模は、二国間貿易にどの程度の影響を及ぼしているのか。これを測定する方法

として、グラビティモデルを用いた分析方法がある。最近までこの手法による分析は敬遠されがちで

あった。しかし、実証的説明力が高いことや、ミクロ理論的基礎付けが可能となってきたこと、経済

学者の地理と貿易に関する興味の向上などを背景に、現在ではグラビティモデルを分析手法として用

いる経済学者は多数いる。 
グラビティ・モデルとはニュートンの万有引力の法則に由来する。すなわち、二つの物体の間に働

く重力は、二つの質量の積に比例し、物体間の距離に反比例するというものである。国際経済学で使

用されるグラビティモデルは、物体を国、重力を貿易量（または輸出量）、質量を GDPと置き換える
ことで示される。また、他の説明変数として人口（または一人当たり GDP）を加えることができる。
グラビティモデルの最も基本的な式は以下のとおりである。 

私たちは、14カ国のデータを用いて、グラビティモデルによる推計を行った。14カ国の内訳は、
日中韓の三国以外に、比較対象として、ASEAN10カ国、そして日本との貿易額が１位であり日本と
は距離的に遠い位置にあるアメリカを使う。対象期間は 1991 から 2003 年までの各年とし、データ
の数は総計 2040、年平均 157個である。 
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分析を行った結果、Yi、Yj、Yi/P、Dijについてのほとんどが統計的に有意な結果となった。 

Dij は年を追うごとに貿易に与える影響が大きくなっている。一般的な認識として、現在、世界では
グローバリゼーションの進展や情報通信技術、運送技術の進歩により、貿易に関わる費用が減少の傾

向にあり、距離が貿易に与える影響が少なくなっているはずであるが、それと相反する結果となった。 
これは、おそらく、ASEAN域内など、距離的に近接性の高い国との貿易量が活発になった為であろ
う。つまり、一概に、遠方との貿易が減少傾向にあるとは言い切れない。遠方との貿易の増加量より、
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近接性の高い国との貿易の増加量の方が、比較的に大きいた為、このような結果になったのであろう。

言い換えれば、これは地域統合が進展していることを示した結果と言える。 
表 3-2-Ⅱは標準化係数を表している。これを見ることで、各説明変数が、従属変数にどの程度影響

を及ぼしているかがわかる。つまり、各説明変数の有する重みがわかるのである。 
数値が大きいほど、その説明変数が従属変数に大きな影響を持つことになる。従って、影響の大きい

変数を順に並べていくと Yi：0.70～0.85、Yj：0.65～0.78、Dij0.40～0.47、Yi/Pi：0.11～0.24、Yj/Yj：
0.04～0.20 となる。各国の GDP の次に重要な変数は距離であり、距離は GDP の 1/2 程度重要な変
数と言える。表 3-2-Ⅰの結果と同様に、標準化係数においても、Dij の影響が大きくなっている。こ
れは、先ほど説明したことと同様の理由と言えよう。 
 
以上のことから、各国の経済規模・距離が非常に大きな影響を及ぼすことが判明した。その点から

すると、2003 年時点で、世界の GDP の約 17.3%を占め、貿易額においては世界の約 13.6％を占め
ている日中韓は、貿易を行う上で潜在的に好条件が揃っていることが判る（表 3‐2‐Ⅲ参照）。 
  

 
 

!""! !""# !""$ !""% !""& !""' !""( !"") !""" #*** #**! #**# #**$ #**%
+,- !!.)/ !!.)/ !#.)/ !#."/ !#."/ !#.&/ !#.$/ !!.#/ !!.)/ !#.)/ !#.%/ !#."/ !$.'/ 012
345 !).#/ !).(/ #!.#/ #!.&/ ##.*/ #*.!/ !".!/ !(.'/ !".!/ #*.*/ !).&/ !(.(/ !(.$/ !(.!/

67834 59+,-:;<=>?@8AB C

D$E#EF
GHIJKLM 0N OP QP R SP R TSN4R UR SRV WN 0QPR VWQ X N2TTVYWP SN ZQR WN2[ [\][Q P]SN 4QPQ^QS ]
NNNNNNNNNNNNNNNN_Z`N4R\]TPRVWNVaNb\Qc]NOPQPRSPRTSNdef



ＩＳＦＪ政策フォーラム２００５発表論文  ３rd‐４ th Dec.2005 

 25 

第4章  政策提言 

 第 3章では、東アジア全体を、日中韓を中心に実証的な分析を行ってきた。本章ではその分析結果
をもとに、日本、また日中韓三カ国が進むべき道を政策提言として示していきたい。第 1節では、本
論文で行ってきた分析の総括をし、第 2節では現状の日本の政策を捉えることとする。そして、第 3
節に東アジア共同体に向けて、日中韓がどのような道を進むべきなのかを明らかにする。 

第1節  分析結果の総括  
（１） 日本は米国との貿易が最も多いが、輸出入結合度指数の点からは、韓国・中国・ASEANとの

貿易は米国よりも経済の緊密が窺える。また、対韓国・中国の輸出入結合度指数が上昇傾向に

あることから、今後日本にとって、韓国・中国がさらに重要な貿易相手となることが予測され

る。また、中･韓には劣るが ASEAN との輸出入結合度も高い数値であった。このことから、
日中韓 FTA 締結後、東アジア共同体を構築することは、日本にとっても非常に効果的な影響
をもたらすであろう。 

（２） グラビティモデルにより、距離の影響が拡大傾向にあるという推計が出た。情報通信技術・運
送技術が進歩し、遠方との貿易にかかる費用が減少しつつあるにもかかわらず、それとは相反

する結果がだされた。これは前述したが、分析対象となった ASEANと日中韓の域内での貿易
が、地域統合が進展している証左であることを、再度主張したい。 

第2節  現状の日本の政策  
ここでは、日中・日韓二国間交渉及び、日中間三国間交渉の現状に関して言及したい。 
中国との交渉は、セーフガード問題や中国のWTO加盟という情況を踏まえ、日中間で「日中経済

パートナーシップ協議」の設立に合意した。これは、貿易・投資を中心とする日中経済関係の今後の

あり方につき、両国間の経済分野における紛争の早期発見・未然防止を図るとともに、両国経済の相

互補完関係を一層強化していくことを目的としている。また、ジェトロが中国の政府系研究機関と共

同研究を行うことを発表した｡ただし､FTAに関する政府間交渉に向けた具体的な動きは見られない｡ 
韓国との交渉は、すでに FTA締結の交渉段階にある。基本原則に、WTOルールとの整合性、包括

性、相互利益の拡大、有意義かつ実質的な自由化を掲げ、これを共通認識とし、これまでに FTA 締
結にむけた交渉が６回行われている。2005 年中に実質的な交渉を終了させるのが目標であるが、互
いの意見が一致せずにいるのが現状である。 
 
日中韓交渉としては、1999年にマニラでの ASEAN+3の会合の際に、初めて首脳会談が行われた。

現時点で FTA や EPA 交渉といったことは行われていないが、2003 年にインドネシアのバリで開催
された ASEAN+3首脳会議の際に「日中韓三国協力の促進に関する共同宣言」が出された。これは、
大きく分けて４つの共同宣言がある。 
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 『地理的な近接性、経済的な相互補完性、経済面での協力の発展及び人的交流の増加に伴い、三

国は相互に経済・貿易の重要なパートナー』であることを自覚し、日中韓の間には、三国間協力

を推進するための堅固な基盤が築かれたことを確認した。 
 東アジア協力を強化し、地域的及び世界的規模で平和と繁栄を確保するために、三国間協力が、

東アジア協力の欠くことのできない構成要素であるであるという基本的見解を共有した。 
 三国間協力の本質的な進歩を促進するために、貿易及び投資、情報通信技術（ICT）産業間、環

境保護、災害の予防及び管理、エネルギー、金融、科学技術、観光、漁業資源保全などの分野に

おいて、確固とした方法により、三国間協力を拡大し深化させていくことの必要性を強調した。  
 多様な交流の経路を拡大するために、人と人との交流、文化、教育・人材育成、ニュース・メデ

ィア、公衆の健康及びスポーツといった様々な分野において協力を強化する。 
また、1999 年のマニラでの会合を受けて、日中韓三カ国の研究機関による共同研究が行われている。

中国国務院発展研究中心(DRC)、総合研究開発機構(NIRA)、韓国対外経済政策院(KIEP)の３研究機関

が、日中韓 FTA を視野に入れた三国の経済協力のあり方について研究し、政策提言を行っている。す

でに三回の共同研究が行われており、共同研究の進展が評価され、今後の 3 国のより緊密な経済連携

の方向を探求する研究方針となっている。 

 

第3節  政策提言  
 東アジアにもヨーロッパでＥＵが成立したように、リージョナリズムの動きが強まってきた。それ

は、東アジア共同体として議論がされ始めた。しかし、ＥＵのようにスムーズな制度化には至ってい

ない。その要因として、政治・経済・文化・宗教などの多様性や、欧州統合の時代の経済的・歴史的

背景との相違などが挙げられる。これらは変えることのできない事実であり、各国が協力してそれら

のギャップを埋めていくしかない。東アジア共同体に向けた最大のカギは、日中韓 3ヶ国の連携であ
ろう。 
 日中韓 3カ国は FTA を結んでいない現在でも、相互貿易結合度は高い。日本は中国・韓国の輸出
主導型経済成長を有効に利用し、欧米に三角貿易として間接的に輸出を行っているといえる。また、

分析結果からもわかるとおり、距離が輸出額に与えるマイナスの影響は意外にも大きい。その点から

も、日本と隣接し最も近い位置にある中国と韓国は、日本にとって経済的に重要なパートナーである

といえる。そして、世界的に見ても経済大国である日中韓 3 カ国が FTA を結ぶことで、北東アジア
域内だけでなく、東アジア全体にまで大きな影響を与えるであろう。また、日中韓経済圏なるものが

成立すれば、東アジア共同体に向けて ASEANと１対１の交渉ができ、よりスムーズで効率的に地域
統合が進むであろう。 
以上から、私たちは、「ASEAN と共に東アジア経済共同体成立の第 1 歩となるため、日中韓三経

済大国が FTAを結ぶことで相互依存をより強め、『北東アジア経済連携国』を形成すべきである」と
提言する。日本は単独で ASEAN と FTA を結び、東アジア共同体の主導権を握ろうとするべきでな
い。これは中国・韓国に対しても言えることで、東アジア共同体までのベクトルを変え、まず、経済

大国である日中韓が FTAを結び日中韓経済圏を成立させるべきである。現在、日韓 FTA協議が交渉
中である。一方で、日中二国間 FTA交渉の動きはいまだに見られない。そのことからも、日韓 FTA
締結を成功させることは、日中韓三国間 FTA への拡大へと繋がり、さらには東アジア共同体の構築
に貢献するだろう。その足掛かりとなるために、日韓 FTAの早期の締結は急務である。 
そして、経済的リーダーシップをとれる日中韓 3カ国と、政治的リーダーシップをとれる ASEANが、
１対１となって統合すべきである。これは「面」と「面」が繋がりさらに大きい「面」となることを

意味し、これによって、政治的にも経済的にもバランスのとれた地域統合が形成されるであろう。 
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終わりに 
末筆になるが、例年に増して多忙であったにもかかわらず、文献紹介等、多くの助言をしてくださ

った長谷川聰哲教授に感謝したい。また、様々な面からサポートしてくださった ISFJの委員の方々
や、論文執筆の際に力添えをしてくださった先輩方、特に中央大学小川則正氏にも、この場を借りて

厚くお礼申し上げたい。
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